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(57)【要約】
【課題】荷重低減対象部位の荷重を簡単に小さくするこ
とが可能な衝撃吸収部材およびその製造方法を提供する
ことを課題とする。
【解決手段】衝撃吸収部材１は、長尺状であって短手方
向断面形状が長手方向全長に亘り略同一の衝撃吸収体２
と、衝撃吸収体２の荷重低減対象部位に配置される荷重
低減孔３と、を備えてなる。荷重低減孔３が配置されて
いるため、荷重低減対象部位の荷重を小さくすることが
できる。また、荷重低減孔３を配置するという比較的簡
単な作業により、荷重低減対象部位の荷重を小さくする
ことができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　長尺状であって短手方向断面形状が長手方向全長に亘り略同一の衝撃吸収体と、
　該衝撃吸収体の荷重低減対象部位に配置される荷重低減孔と、
を備えてなる衝撃吸収部材。
【請求項２】
　前記荷重低減対象部位は、前記衝撃吸収体の長手方向中央部である請求項１に記載の衝
撃吸収部材。
【請求項３】
　前記衝撃吸収体は、アウター筒部と、衝突時の荷重入力方向に対して略垂直方向に面展
開すると共に該アウター筒部の内面間を連結し衝突時に引張変形する複数のインナーリブ
と、を有し、
　前記荷重低減孔は、該アウター筒部に穿設されている請求項１または請求項２に記載の
衝撃吸収部材。
【請求項４】
　前記アウター筒部は、荷重が入力される入力壁部と、該荷重を隣接部材に出力すると共
に該入力壁部に対して略平行に配置される出力壁部と、該入力壁部と該出力壁部との間を
連結する一対の連結壁部と、を有し、
　前記インナーリブは、該入力壁部および該出力壁部に対して略平行になるように、一対
配置されており、
　一対の該インナーリブは、各々、一対の該連結壁部の内面間を連結しており、
　前記荷重低減孔は、該入力壁部および該出力壁部に穿設されている請求項３に記載の衝
撃吸収部材。
【請求項５】
　前記荷重低減孔の孔径は、前記衝撃吸収体の短手方向全長を１００％とした場合、０％
超過９０％以下に設定されている請求項１ないし請求項４のいずれかに記載の衝撃吸収部
材。
【請求項６】
　前記荷重低減孔は、複数配置されており、
　前記衝撃吸収体の前記長手方向に隣接する一対の該荷重低減孔の最も近接する部位同士
の間隔は、０ｍｍ超過８０ｍｍ以下に設定されている請求項１ないし請求項５のいずれか
に記載の衝撃吸収部材。
【請求項７】
　最も強度が必要な部位に合わせた短手方向断面形状を有する衝撃吸収体を押出成形によ
り作製する押出成形工程と、
　該衝撃吸収体の荷重低減対象部位に荷重低減孔を配置する孔配置工程と、
を有する衝撃吸収部材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、衝突時の衝撃を吸収して車両の乗員や歩行者等を保護する衝撃吸収部材およ
びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、特許文献１、特許文献２には、車両のバンパービームやルーフサイドインナパ
ネルに取り付けられる長尺状の衝撃吸収部材が紹介されている。衝撃吸収部材は、衝突時
のエネルギーを自身が変形することにより吸収する。このため、衝撃吸収部材をバンパー
ビームに配置すると、衝突時に歩行者（自転車やバイクなどの運転者を含む。以下同じ。
）に加わる衝撃を軽減することができる。また、衝撃吸収部材をルーフサイドインナパネ
ルに配置すると、衝突時に車両の乗員に加わる衝撃を軽減することができる。
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【特許文献１】特開２００６－６２６３５号公報
【特許文献２】特開２００７－１１８９３１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　特許文献１、特許文献２に記載の長尺状の衝撃吸収部材は、例えば特許文献１の段落［
００３５］や特許文献２の段落［００３９］に記載されているように、押出成形により作
製されている。このため、特許文献１、特許文献２に記載の衝撃吸収部材の短手方向断面
形状は、長手方向全長に亘って同一である。しかしながら、これらの文献に記載の衝撃吸
収部材の荷重（詳しくは衝突対象物が衝撃吸収部材に衝突した場合に衝撃吸収部材から衝
突対象物に加わる反力）分布は、長手方向全長に亘って均一ではない。
【０００４】
　例えば、衝撃吸収部材の長手方向中央部は、当該中央部の長手方向両側に隣接する部分
により拘束されている。このため、変形しにくい。したがって、長手方向中央部の荷重は
大きくなる。これに対して、衝撃吸収部材の長手方向両端部は、各々、長手方向に隣接す
る部分が片側にしか存在しない。すなわち、左端部に対しては右側にしか、右端部に対し
ては左側にしか、隣接する部分が存在しない。このため、変形しやすい。したがって、長
手方向両端部の荷重は小さくなる。
【０００５】
　このように、特許文献１、特許文献２に記載の長尺状の衝撃吸収部材の場合、長手方向
中央部の荷重が大きく、長手方向両端部の荷重が小さくなる。このため、歩行者や乗員が
衝撃吸収部材の長手方向中央部に衝突した場合は、大きな反力を衝撃吸収部材から受ける
ことになる。一方、歩行者や乗員が衝撃吸収部材の長手方向両端部に衝突した場合は、小
さな反力を衝撃吸収部材から受けることになる。したがって、例えば、長手方向中央部の
荷重を歩行者や乗員を保護するのに適した荷重値に設定すると、長手方向両端部の荷重が
不足することになる。一方、長手方向両端部の荷重を歩行者や乗員を保護するのに適した
荷重値に設定すると、長手方向中央部の荷重が過剰に大きくなってしまう。
【０００６】
　ここで、衝撃吸収部材の壁部の肉厚を部分的に調整することにより、長手方向の荷重分
布の不均一を抑制することも考えられる。すなわち、衝撃吸収部材の長手方向両端部の壁
部の肉厚を長手方向中央部の壁部の肉厚よりも大きくすることにより、長手方向の荷重分
布の不均一を抑制することも考えられる。
【０００７】
　しかしながら、長尺状の衝撃吸収部材は、押出成形により作製される場合が多い。この
場合、衝撃吸収部材の短手方向断面形状は、衝撃吸収部材の長手方向全長に亘り略同一に
なる。すなわち、壁部の肉厚も、衝撃吸収部材の長手方向全長に亘り略同一になる。した
がって、壁部の肉厚の調整は、衝撃吸収部材の押出成形後に行うことになる。具体的には
、押出成形後の衝撃吸収部材の長手方向中央部の壁部の肉厚を小さくするために、長手方
向中央部の壁部を研削する必要がある。ところが、当該研削作業は煩雑である。
【０００８】
　本発明の衝撃吸収部材およびその製造方法は、上記課題に鑑みて完成されたものである
。したがって、本発明は、例えば長手方向中央部など所望の荷重低減対象部位の荷重を、
簡単に小さくすることが可能な衝撃吸収部材およびその製造方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　（１）上記課題を解決するため、本発明の衝撃吸収部材は、長尺状であって短手方向断
面形状が長手方向全長に亘り略同一の衝撃吸収体と、該衝撃吸収体の荷重低減対象部位に
配置される荷重低減孔と、を備えてなることを特徴とする（請求項１に対応）。
【００１０】
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　ここで、「荷重低減対象部位」とは、衝撃吸収体において、荷重を小さくする必要があ
る部位をいう。例えば、他の部位と比較して荷重が大きい部位をいう。「荷重低減対象部
位」には、衝撃吸収部材をバンパーに配置する場合は、バンパーフェイシアのヘッドライ
ト取付部位近傍が挙げられる。その理由は、ヘッドライトを取り付けるため、ヘッドライ
ト取付部位近傍の強度は予め高く設定されているからである。
【００１１】
　また、「荷重低減対象部位」には、衝撃吸収部材をバンパーに配置する場合であって、
かつバンパーフェイシアに段差が設けられている場合は、当該段差近傍が挙げられる。そ
の理由は、段差を構成する壁部のリブ効果により当該段差近傍の強度は高くなるからであ
る。
【００１２】
　本発明の衝撃吸収部材の衝撃吸収体の荷重低減対象部位には、荷重低減孔が配置されて
いる。このため、荷重低減対象部位の荷重を小さくすることができる。また、荷重低減孔
を配置するという比較的簡単な作業により、荷重低減対象部位の荷重を小さくすることが
できる。
【００１３】
　特に好ましくは、荷重低減孔の孔縁から、荷重低減孔の開口の面展開方向に対して略垂
直方向に、リブ等が立設されていない構成とする方がよい。その理由は、孔縁にリブ等を
配置すると、却って荷重低減対象部位の荷重が大きくなりやすいからである。
【００１４】
　（２）好ましくは、上記（１）の構成において、前記荷重低減対象部位は、前記衝撃吸
収体の長手方向中央部である構成とする方がよい（請求項２に対応）。前述したように、
長手方向中央部の荷重は、長手方向両端部と比較して、大きくなる。このため、衝撃吸収
体の荷重分布は、長手方向全長に亘って均一ではない。
【００１５】
　この点、本構成によると、荷重低減孔を配置することにより、長手方向中央部の荷重を
小さくすることができる。このため、長手方向中央部の荷重と長手方向両端部の荷重との
較差を小さくすることができる。したがって、衝撃吸収体の長手方向の荷重分布の不均一
を、抑制することができる。
【００１６】
　（３）好ましくは、上記（１）または（２）の構成において、前記衝撃吸収体は、アウ
ター筒部と、衝突時の荷重入力方向に対して略垂直方向に面展開すると共に該アウター筒
部の内面間を連結し衝突時に引張変形する複数のインナーリブと、を有し、前記荷重低減
孔は、該アウター筒部に穿設されている構成とする方がよい（請求項３に対応）。
【００１７】
　本構成の衝撃吸収体によると、インナーリブが引張変形することにより、衝突時のエネ
ルギーの一部が消費される。このため、衝突初期の荷重が急激に大きくなりにくい。した
がって、衝突初期に大きな荷重が衝突対象物（例えば乗員や歩行者など）に加わるのを抑
制することができる。また、インナーリブの引張変形は、衝突初期から終期に亘り、継続
的に行われる。このため、衝突初期に立ち上がった荷重が、その後低下しにくい。したが
って、効率よく衝突時のエネルギーを吸収することができる。
【００１８】
　また、本構成によると、荷重低減孔がインナーリブに配置されていない。このため、イ
ンナーリブが引張変形する際、荷重低減孔の孔縁を起点にインナーリブが破断するのを防
止することができる。
【００１９】
　（４）好ましくは、上記（３）の構成において、前記アウター筒部は、荷重が入力され
る入力壁部と、該荷重を隣接部材に出力すると共に該入力壁部に対して略平行に配置され
る出力壁部と、該入力壁部と該出力壁部との間を連結する一対の連結壁部と、を有し、前
記インナーリブは、該入力壁部および該出力壁部に対して略平行になるように、一対配置
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されており、一対の該インナーリブは、各々、一対の該連結壁部の内面間を連結しており
、前記荷重低減孔は、該入力壁部および該出力壁部に穿設されている構成とする方がよい
（請求項４に対応）。
【００２０】
　本構成の荷重低減孔は、入力壁部および出力壁部に穿設されている。これら入力壁部お
よび出力壁部は、荷重入力方向に対して略垂直方向に面展開している。このため、本構成
によると、より効果的に荷重低減対象部位の荷重を小さくすることができる。例えば、荷
重低減孔の開口面積が小さくても、荷重低減対象部位の荷重を小さくすることができる。
【００２１】
　（５）好ましくは、上記（１）ないし（４）のいずれかの構成において、前記荷重低減
孔の孔径は、前記衝撃吸収体の短手方向全長を１００％とした場合、０％超過９０％以下
に設定されている構成とする方がよい（請求項５に対応）。
【００２２】
　ここで、孔径を９０％以下にしたのは、９０％超過の場合、衝撃吸収体の短手方向全長
に対して荷重低減孔が過度に大きくなり、荷重が極端に小さくなってしまうからである。
すなわち、荷重低減対象部位の荷重のセッティングが困難になるからである。
【００２３】
　より好ましくは、荷重低減孔の孔径を、衝撃吸収体の短手方向全長を１００％とした場
合、８０％以下に設定する方がよい。こうすると、さらに荷重低減対象部位の荷重のセッ
ティングが簡単になる。
【００２４】
　（６）好ましくは、上記（１）ないし（５）のいずれかの構成において、前記荷重低減
孔は、複数配置されており、前記衝撃吸収体の前記長手方向に隣接する一対の該荷重低減
孔の最も近接する部位同士の間隔は、０ｍｍ超過８０ｍｍ以下に設定されている構成とす
る方がよい（請求項６に対応）。
ここで、隣接する荷重低減孔同士の間隔を８０ｍｍ以下にしたのは、８０ｍｍ超過の場合
、間隔が過剰に大きくなり、荷重低減対象部位の荷重が小さくなりにくいからである。よ
り好ましくは、衝撃吸収体の長手方向に隣接する一対の荷重低減孔同士の間隔を、５０ｍ
ｍ以下に設定する方がよい。こうすると、さらに荷重低減対象部位の荷重のセッティング
が簡単になる。
【００２５】
　（７）また、上記課題を解決するため、本発明の衝撃吸収部材の製造方法は、最も強度
が必要な部位に合わせた短手方向断面形状を有する衝撃吸収体を押出成形により作製する
押出成形工程と、該衝撃吸収体の荷重低減対象部位に荷重低減孔を配置する孔配置工程と
、を有することを特徴とする（請求項７に対応）。
【００２６】
　本発明の衝撃吸収部材の製造方法は、押出成形工程と孔配置工程とを有している。押出
成形工程においては、押出成形により衝撃吸収体を作製する。このため、衝撃吸収体の短
手方向断面形状は、長手方向全長に亘り略同一になる。ここで、短手方向断面形状は、衝
撃吸収体長手方向において、最も強度が必要な部位に合わせて設定される。
【００２７】
　孔配置工程においては、荷重低減対象部位に荷重低減孔が配置される。すなわち、押出
成形工程において作製される衝撃吸収体の短手方向断面形状は、上述したように、最も強
度が必要な部位に合わせて設定されている。このため、当該部位と比較して強度を要しな
い部位にとっては、荷重が過度に大きくなってしまう。そこで、本工程においては、荷重
低減対象部位に荷重低減孔を配置することにより、荷重を小さくしている。
【００２８】
　このように、本発明の衝撃吸収部材の製造方法によると、荷重低減対象部位の荷重を簡
単に小さくすることができる。また、最初に衝撃吸収体の短手方向断面形状を最も強度が
必要な部位に合わせて設定し、次に荷重低減対象部位に荷重低減孔を配置することにより
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、衝撃吸収体の長手方向全長に亘る荷重分布を、自在にセッティングすることができる。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明によると、例えば長手方向中央部など所望の荷重低減対象部位の荷重を、簡単に
小さくすることが可能な衝撃吸収部材およびその製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３０】
　以下、本発明の衝撃吸収部材およびその製造方法の実施の形態について説明する。
【００３１】
　＜第一実施形態＞
　［衝撃吸収部材の配置］
　まず、本実施形態の衝撃吸収部材の配置について説明する。図１に、本実施形態の衝撃
吸収部材が配置された車両のフロントバンパー付近の透過斜視図を示す。なお、図１から
図４において、方位（左右）は車両後方から前方を見た場合を基準に定義する。
【００３２】
　図１に示すように、車両９のフロントバンパー９０は、バンパーフェイシア９００とバ
ンパービーム９０１とクラッシュボックス９０２とを備えている。衝撃吸収部材１は、バ
ンパービーム９０１の前面に配置されている。なお、バンパービーム９０１は、本発明の
隣接部材に含まれる。
【００３３】
　バンパービーム９０１は、アルミ合金製であって、長尺の四角筒状を呈している。バン
パービーム９０１は、車幅方向（左右方向）に延設されている。
【００３４】
　クラッシュボックス９０２は、アルミ合金製であって、後方に向かって開口する箱状を
呈している。クラッシュボックス９０２は、車幅方向に離間して、合計二つ配置されてい
る。一対のクラッシュボックス９０２は、各々フロントサイドメンバ９０３の前端に、開
口が伏せられた状態で、固定されている。一対のクラッシュボックス９０２の前壁には、
バンパービーム９０１の左右両端部が、各々固定されている。
【００３５】
　バンパーフェイシア９００は、オレフィン系樹脂製であって、長尺状を呈している。バ
ンパーフェイシア９００は、車幅方向に延在している。バンパーフェイシア９００は、バ
ンパービーム９０１および衝撃吸収部材１を前方から覆っている。
【００３６】
　［衝撃吸収部材の構成］
　次に、本実施形態の衝撃吸収部材１の構成について説明する。図２に、図１のＩＩ－Ｉ
Ｉ断面図を示す。図２および前出図１に示すように、本実施形態の衝撃吸収部材１は、衝
撃吸収体２と荷重低減孔３とを備えている。
【００３７】
　衝撃吸収体２は、バンパービーム９０１の前面に沿って、左右方向に延在している。衝
撃吸収体２は、バンパービーム９０１の前面に、接着剤により固定されている。衝撃吸収
体２は、アウター筒部２０と、前後一対のインナーリブ２１と、を備えている。
【００３８】
　アウター筒部２０は、略八角形筒状を呈している。アウター筒部２０は、入力壁部２０
０と出力壁部２０１と一対の連結壁部２０２とを備えている。入力壁部２００は、平板状
であって、アウター筒部２０の前縁に配置されている。出力壁部２０１は、平板状であっ
て、アウター筒部２０の後縁に配置されている。出力壁部２０１は、入力壁部２００に対
して略平行に配置されている。一対の連結壁部２０２のうち、上方の連結壁部２０２は、
上方に膨出する弧板状であって、入力壁部２００上縁と出力壁部２０１上縁とを連結して
いる。一対の連結壁部２０２のうち、下方の連結壁部２０２は、下方に膨出する弧板状で
あって、入力壁部２００下縁と出力壁部２０１下縁とを連結している。



(7) JP 2009-29303 A 2009.2.12

10

20

30

40

50

【００３９】
　一対のインナーリブ２１は、各々左右方向に延在する板状を呈している。一対のインナ
ーリブ２１は、各々、アウター筒部２０の内部に配置されている。一対のインナーリブ２
１は、一対の連結壁部２０２内面間を連結している。一対のインナーリブ２１は、入力壁
部２００および出力壁部２０１に対して、略平行に配置されている。
【００４０】
　荷重低減孔３は、真円形であって、アウター筒部２０の入力壁部２００および出力壁部
２０１に穿設されている。荷重低減孔３は、入力壁部２００において、上下二列（１５個
／列×２列）に配置されている。これら合計３０個の荷重低減孔３は、入力壁部２００の
左右方向中央部を含んで、配置されている。同様に、荷重低減孔３は、出力壁部２０１に
おいて、上下二列（１５個／列×２列）に配置されている。これら合計３０個の荷重低減
孔３は、出力壁部２０１の左右方向中央部を含んで、配置されている。
【００４１】
　［衝撃吸収部材の製造方法］
　次に、本実施形態の衝撃吸収部材１の製造方法について説明する。本実施形態の衝撃吸
収部材１の製造方法は、押出成形工程と孔配置工程とを有している。まず、押出成形工程
について説明する。押出成形工程においては、まず、原料樹脂（商品名「ＵＢＥナイロン
６」（宇部興産株式会社製、品番「１０１３ＩＵ５０」））を押出成形機に投入し、長尺
状の押出成形材を作製する。押出成形材の短手方向断面形状は、衝撃吸収体２の長手方向
において、最も強度が必要である長手方向両端部に合わせてセッティングされている。続
いて、押出成形材を所定の寸法に切断する。それから、切断した押出成形材を、バンパー
ビーム９０１前面の形状に沿うように、所定の湾曲形状に成形加工する。このようにして
、衝撃吸収体２が作製される。
【００４２】
　次に、孔配置工程について説明する。孔配置工程においては、衝撃吸収体２の入力壁部
２００および出力壁部２０１の長手方向中央部を含む所定部位に、荷重低減孔３を多数穿
設する。このようにして、本実施形態の衝撃吸収部材１は製造される。
【００４３】
　［衝撃吸収部材の動き］
　次に、本実施形態の衝撃吸収部材１の衝突時の動きについて説明する。車両９のバンパ
ーフェイシア９００左右方向中央部に歩行者が衝突する場合、図２中、白抜き矢印で示す
ように、前方から後方に向かって、荷重が入力される。入力された荷重は、バンパーフェ
イシア９００を介して、衝撃吸収体２に伝達される。衝撃吸収体２は、バンパーフェイシ
ア９００とバンパービーム９０１との間で、前後方向から押しつぶされるように変形する
。この際、衝撃吸収体２のアウター筒部２０は、上下方向に膨出するように変形する。こ
のため、インナーリブ２１には、上下方向から張力が加わる。当該張力により、インナー
リブ２１は、引張変形する。
【００４４】
　衝撃吸収体２の入力壁部２００および出力壁部２０１には、多数の荷重低減孔３が穿設
されている。このため、荷重低減孔３が穿設されていない場合と比較して、入力壁部２０
０および出力壁部２０１の強度は低い。したがって、入力壁部２００および出力壁部２０
１は、比較的簡単に変形する。このようにして、本実施形態の衝撃吸収部材１は、衝突時
の衝撃を吸収している。なお、本発明の衝撃吸収部材の衝突時の変形過程については、後
述する実施例で詳しく説明する。
【００４５】
　［作用効果］
　次に、本実施形態の衝撃吸収部材１の作用効果について説明する。本実施形態の衝撃吸
収部材１によると、インナーリブ２１が引張変形することにより、衝突時のエネルギーの
一部が消費される。このため、衝突初期の荷重が急激に大きくなりにくい。したがって、
衝突初期に大きな荷重が衝突対象物（例えば乗員や歩行者など）に加わるのを抑制するこ
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とができる。また、インナーリブ２１の引張変形は、衝突初期から終期に亘り、継続的に
行われる。このため、衝突初期に立ち上がった荷重が、その後低下しにくい。したがって
、効率よく衝突時のエネルギーを吸収することができる。
【００４６】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、衝撃吸収体２が「ＵＢＥナイロン６」製
である。「ＵＢＥナイロン６」は、曲げ弾性率が１ＧＰａ以上、引張破断伸びが１００％
以上、引張降伏応力が１５ＭＰａ以上であるため、衝撃吸収体２の材質として特に好適で
ある。また、衝撃吸収体２は、押出成形により製造される。押出成形は、長尺物の製造に
有利であるため、衝撃吸収体２の成形方法として特に好適である。
【００４７】
　また、荷重低減孔３が配置されていない衝撃吸収体２の場合、左右方向中央部の荷重は
、左右両端部と比較して、大きくなる。このため、衝撃吸収体２の荷重分布は、左右方向
全長に亘って均一ではない。
【００４８】
　この点、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、衝撃吸収体２の左右方向中央部を含む
区間に、荷重低減孔３が配置されている。このため、左右方向中央部の荷重を小さくする
ことができる。したがって、左右方向中央部の荷重と左右両端部の荷重との較差を小さく
することができる。すなわち、衝撃吸収体２の荷重分布の不均一を抑制することができる
。また、穿孔という簡単な作業により、衝撃吸収体２の荷重分布を調整することができる
。
【００４９】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、荷重低減孔３がインナーリブ２１に配置
されていない。このため、インナーリブ２１が引張変形する際、荷重低減孔３の孔縁を起
点にインナーリブ２１が破断するのを防止することができる。
【００５０】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、荷重低減孔３が入力壁部２００および出
力壁部２０１に穿設されている。これら入力壁部２００および出力壁部２０１は、荷重入
力方向（前後方向）に対して略垂直方向（上下左右方向）に面展開している。このため、
より効果的に左右方向中央部の荷重を小さくすることができる。
【００５１】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、荷重低減孔３の孔径は、衝撃吸収体２の
上下方向全長を１００％とした場合、０％超過９０％以下になるように設定されている。
このため、衝撃吸収体２の左右方向中央部の荷重の調整が簡単である。
【００５２】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１によると、左右方向に隣接する一対の荷重低減孔３
の最も近接する部位同士の間隔が、０ｍｍ超過８０ｍｍ以下に設定されている。この点に
おいても、衝撃吸収体２の左右方向中央部の荷重の調整が簡単である。
【００５３】
　また、本実施形態の衝撃吸収部材１の製造方法によると、衝撃吸収体２の長手方向（左
右方向）中央部の荷重を簡単に小さくすることができる。また、最初に衝撃吸収体２の短
手方向（上下前後方向）断面形状を最も強度が必要である長手方向両端部に合わせて設定
し、次に衝撃吸収体２の長手方向中央部に荷重低減孔３を穿設しているため、衝撃吸収体
２の長手方向全長に亘る荷重分布を、自在にセッティングすることができる。
【００５４】
　＜第二実施形態＞
　本実施形態の衝撃吸収部材およびその製造方法と第一実施形態の衝撃吸収部材およびそ
の製造方法との相違点は、衝撃吸収部材がバンパービームではなくルーフサイドレール部
に配置されている点である。したがって、ここでは相違点についてのみ説明する。
【００５５】
　図３に、本実施形態の衝撃吸収部材が配置されている車室内の斜視図を示す。なお、図
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１と対応する部位については同じ符号で示す。図３に示すように、車室内の天井には、樹
脂製のルーフライニング８が配置されている。衝撃吸収部材１（図３中、ハッチングで示
す。）は、ルーフライニング８内部の左右縁に、各々、前後に二列ずつ、収容されている
。すなわち、衝撃吸収部材１は、ルーフライニング８内部に、合計四列配置されている。
【００５６】
　以下、ルーフライニング８内部右前の衝撃吸収部材１の、配置および構成について説明
する。残りの三列の衝撃吸収部材１の配置および構成も、右前に配置された衝撃吸収部材
１と同様である。したがって、ここでは説明を割愛する。
【００５７】
　図４に、図３のＩＶ－ＩＶ断面図を示す。なお、図２と対応する部位については同じ符
号で示す。図４に示すように、ルーフライニング８上方には、所定間隔だけ離間して、鋼
製のルーフパネル８０が配置されている。ルーフパネル８０は、車両９の外郭を形成して
いる。ルーフライニング８とルーフパネル８０との間には、鋼製であって高剛性のルーフ
サイドレール部８１が介装されている。ルーフサイドレール部８１は、本発明の隣接部材
に含まれる。衝撃吸収部材１は、当該ルーフサイドレール部８１の下面に、接着剤により
固定されている。
【００５８】
　本実施形態の衝撃吸収部材１およびその製造方法は、構成が共通する部分については、
第一実施形態の衝撃吸収部材およびその製造方法と同様の作用効果を有する。また、本実
施形態の衝撃吸収部材１によると、衝突時に乗員の頭部に加わる衝撃を吸収することがで
きる。
【００５９】
　＜その他＞
　以上、本発明の衝撃吸収部材およびその製造方法の実施の形態について説明した。しか
しながら、実施の形態は上記形態に特に限定されるものではない。当業者が行いうる種々
の変形的形態、改良的形態で実施することも可能である。
【００６０】
　例えば、衝撃吸収体２の形状は特に限定しない。三角形、四角形、五角形、六角形など
の多角形状としてもよい。また、真円形、楕円形、半円形などとしてもよい。また、衝撃
吸収体２の材質も特に限定しない。ＰＡ（ポリアミド）、ＰＣ（ポリカーボネート）、Ｐ
Ｃ／ＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）アロイ、ＰＣ／ＰＥＴ（ポリエチレンテレフ
タレート）アロイ、ＰＰ（ポリプロピレン）、ＰＥ（ポリエチレン）、ＡＢＳ（アクリロ
ニトリル・ブタジエン・スチレン）等を使用することができる。また、衝撃吸収体２の成
形方法も特に限定しない。射出成形、ブロー成形などを用いてもよい。
【００６１】
　また、荷重低減孔３の形状も特に限定しない。楕円形、半円形などとしてもよい。また
、三角形、四角形、五角形、六角形などの多角形状としてもよい。また、荷重低減孔３の
大きさ、配置数も特に限定しない。また、荷重低減孔３の配置方法も特に限定しない。穿
設の他、衝撃吸収体２の成形と同時に荷重低減孔３を配置してもよい。
【００６２】
　また、衝撃吸収部材１の配置場所も特に限定しない。乗員保護の観点からは、車室内に
表出する部材の裏側に配置すればよい。例えば、フロントピラー、センターピラー、フロ
ントドアトリム、リヤドアトリム、インストルメントパネルなどの裏側に配置すればよい
。また、歩行者保護の観点からは、歩行者が衝突しやすい部材の裏側に配置すればよい。
例えば、リヤバンパー、サイドモールディングなどの裏側に配置すればよい。また、これ
ら表出する部材の裏側のみならず、勿論、表側に配置してもよい。
【実施例】
【００６３】
　以下、本発明の衝撃吸収部材について行ったストライカー衝突実験について説明する。
【００６４】
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　＜サンプル＞
　［実施例サンプル］
　まず、実施例サンプルについて説明する。図５に、ストライカー衝突実験の模式図を示
す。図６に、実施例サンプルの斜視図を示す。図７に、実施例サンプルの上面図を示す。
図８に、図７のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ断面図を示す。なお、これらの図において、図２と対
応する部位については同じ符号で示す。図５～図８に示すように、実施例サンプル７と第
一実施形態の衝撃吸収部材とは、荷重低減孔３の大きさ、配置数、配置区間の大きさ以外
は、略一致している。
【００６５】
　図７に示すように、実施例サンプル７の左右方向全長Ｌ１は、６００ｍｍである。また
、入力壁部２００において、最も左側に配置される荷重低減孔３の中心から最も右側に配
置される荷重低減孔３の中心までの区間、つまり孔配置区間の全長Ｌ２は、３００ｍｍで
ある。また、入力壁部２００において、孔配置区間の左右方向中央と衝撃吸収体２の左右
方向中央とは、一致している。また、入力壁部２００において、左右方向に隣り合う任意
の一対の荷重低減孔３の中心同士の間隔、つまり荷重低減孔３の左右方向ピッチＬ３は、
２５ｍｍである。また、入力壁部２００において、前後方向に隣り合う二列の荷重低減孔
３の中心同士の間隔、つまり荷重低減孔３の列間距離Ｌ４は、２８ｍｍである。また、入
力壁部２００における荷重低減孔３の孔径φは、１３．５ｍｍである。また、左右方向に
隣り合う任意の一対の荷重低減孔３の孔縁同士（最も近接する部位同士）の間隔は、１１
．５ｍｍ（＝Ｌ３－２×φ／２）である。
【００６６】
　なお、出力壁部２０１における荷重低減孔３の配置、大きさ等は、上記入力壁部２００
における配置、大きさ等と同様である。すなわち、入力壁部２００の荷重低減孔３と出力
壁部２０１の荷重低減孔３とは、上下方向に対向している。したがって、ここでは説明を
割愛する。
【００６７】
　図８に示すように、一対のインナーリブ２１の前後方向長さＷ１は、共に１０９ｍｍで
ある。また、連結壁部２０２における入力壁部２００と上方のインナーリブ２１との間の
区間の長さＷ２は、４０ｍｍである。また、入力壁部２００の前後方向長さＷ３は、６０
ｍｍである。また、出力壁部２０１の前後方向長さＷ４は、４０ｍｍである。また、連結
壁部２０２における上下一対のインナーリブ２１間の区間の長さＷ５は、４０ｍｍである
。
【００６８】
　また、上方のインナーリブ２１の肉厚Ｔ１は、０．５ｍｍである。また、下方のインナ
ーリブ２１の肉厚Ｔ２は、０．７ｍｍである。また、連結壁部２０２における入力壁部２
００と上方のインナーリブ２１との間の区間の肉厚Ｔ３は、３ｍｍである。また、連結壁
部２０２における出力壁部２０１と下方のインナーリブ２１との間の区間の肉厚Ｔ４は、
３．５ｍｍである。また、入力壁部２００の肉厚Ｔ５は、３．５ｍｍである。また、出力
壁部２０１の肉厚Ｔ６は、４ｍｍである。また、連結壁部２０２における上下一対のイン
ナーリブ２１間の区間の肉厚Ｔ７は、３ｍｍである。
【００６９】
　［比較例サンプル］
　次いで、比較例サンプルについて説明する。比較例サンプルは、上記実施例サンプル７
から荷重低減孔３を除去したものである。すなわち、実施例サンプル７の衝撃吸収体２の
みを、比較例サンプルとした。
【００７０】
　＜実験方法＞
　前出図５に示すように、ストライカー６は、剛体であって、直径Φ１００ｍｍ、全長１
ｍの円柱状を呈している。ストライカー６の質量は、２６．５ｋｇである。当該ストライ
カー６を、実施例サンプル７および比較例サンプルに対して、互いの長手方向同士が直交
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するように、衝突させた。ストライカー６の衝突速度は、１６ｋｍ／ｈとした。
【００７１】
　図９に、実施例サンプル７の左右方向中央部にストライカー６を衝突させた場合の様子
を示す。図９（ａ）は衝突初期を、図９（ｂ）は衝突中期を、図９（ｃ）は衝突終期を、
それぞれ示す。図９（ａ）～（ｃ）に示すように、実施例サンプル７は、上方のストライ
カー６と下方のテーブル５との間で、押しつぶされる。衝撃吸収体２のインナーリブ２１
は、衝突時の荷重により、前後方向に引張変形する。
【００７２】
　衝撃吸収体２の入力壁部２００および出力壁部２０１の左右方向中央部を含む区間には
、各々、荷重低減孔３が穿設されている。このため、入力壁部２００は、比較的簡単に下
方に没入変形する。また、一対の連結壁部２０２は、比較的簡単に前後方向に膨出変形す
る。
【００７３】
　＜実験結果＞
　図１０に、実施例サンプル７の所定の衝突位置（前出図５参照）における変位と荷重と
の関係を示す。ここで、変位とは、ストライカー６が衝突した場合の衝突位置の下方向の
変位をいう。荷重とは、ストライカー６が衝突した場合の衝突位置に加わる荷重（＝スト
ライカー６が衝突位置から受ける反力）をいう。
【００７４】
　図１０に示すように、衝突位置に因らず、変位に対する荷重は、あまり変わらないこと
が判る。すなわち、衝突位置３００ｍｍ（左右方向中央）から衝突位置１５０ｍｍまでの
孔配置区間Ｌ２（前出図７参照）の荷重と、衝突位置１２５ｍｍ、衝突位置１００ｍｍ、
衝突位置７５ｍｍ、衝突位置５０ｍｍの荷重とは、大差ないことが判る。
【００７５】
　図１１に、実施例サンプル７と比較例サンプルの衝突位置と最大荷重との関係を示す。
図１１に示すように、実施例サンプル７の方が比較例サンプルよりも最大荷重が小さいこ
とが判る。また、衝突位置に因る最大荷重のばらつきは小さいことが判る。
【００７６】
　図１２に、実施例サンプル７と比較例サンプルの衝突位置とエネルギー量との関係を示
す。図１２に示すように、実施例サンプル７の方が比較例サンプルよりも吸収するエネル
ギー量が小さいことが判る。また、衝突位置に因るエネルギー量のばらつきは小さいこと
が判る。これら図１１、図１２から、実施例サンプル７によると、比較例サンプルと比較
して、衝撃吸収体２のいかなる部位にストライカー６が衝突しても、より均一な衝撃吸収
性能を確保できることが判る。
【図面の簡単な説明】
【００７７】
【図１】第一実施形態の衝撃吸収部材が配置された車両のフロントバンパー付近の透過斜
視図である。
【図２】図１のＩＩ－ＩＩ断面図である。
【図３】第二実施形態の衝撃吸収部材が配置されている車室内の斜視図である。
【図４】図３のＩＶ－ＩＶ断面図である。
【図５】ストライカー衝突実験の模式図である。
【図６】実施例サンプルの斜視図である。
【図７】実施例サンプルの上面図である。
【図８】図７のＶＩＩＩ－ＶＩＩＩ断面図である。
【図９】（ａ）は実施例サンプルの左右方向中央部にストライカーを衝突させた場合の衝
突初期の模式図である。（ｂ）は同じ場合の衝突中期の模式図である。（ｃ）は同じ場合
の衝突終期の模式図である。
【図１０】実施例サンプルの所定の衝突位置における変位と荷重との関係を示すグラフで
ある。
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【図１１】実施例サンプルと比較例サンプルの衝突位置と最大荷重との関係を示すグラフ
である。
【図１２】実施例サンプルと比較例サンプルの衝突位置とエネルギー量との関係を示すグ
ラフである。
【符号の説明】
【００７８】
　１：衝撃吸収部材。
　２：衝撃吸収体、２０：アウター筒部、２１：インナーリブ、２００：入力壁部、２０
１：出力壁部、２０２：連結壁部。
　３：荷重低減孔。
　５：テーブル。
　６：ストライカー。
　７：実施例サンプル。
　８：ルーフライニング、８０：ルーフパネル、８１：ルーフサイドレール部（隣接部材
）。
　９：車両、９０：フロントバンパー、９００：バンパーフェイシア、９０１：バンパー
ビーム（隣接部材）、９０２：クラッシュボックス、９０３：フロントサイドメンバ。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(15) JP 2009-29303 A 2009.2.12

【図１１】

【図１２】
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